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カナダ1ベドフォｰド海洋研究所

小谷良隆(元所員海洋科学技術センタｰ情報管理室)

わが国の27倍という広大な面積をもち陸上資源に恵

まれたカナダは太平洋大西洋および北極海に面して

いるため環境科学産業あるいは地域開発の面で海洋

とのかかわりも深い.とくに近年は水産資源北極海

のエネノレギｰ資源など具体的匁資源開発を進めることが

重要な課題となっている.また国際的た規模をもつ

各地の海洋開発技傭展示会には赤いカエデを飾ったカ

ナダの共同出展カミしばしば見られ海洋開発技術の振興

に対する関心の強さカミうかがわれる.

この夏にカナダ政府の企画により同国を訪れる機会が

あり多くの訪問先の一つにベドフォｰド海洋研究所が

あった.欧米の主要な海洋研究所の名は最近では専門

家以外の人達にも狂じまれてきたがこの研究所は地理

的な事情や誕生後10数年という若々しさによるものか

新鮮な響きをもっているように思われるので主として

入手資料によって概要を紹介することとした.

ベドフォｰド海洋研究所(BedfordInstituteo王Ocea阯

｡graphy)はカナダ東端に近いノバ･スコシア半島南

岸のダｰトマスにある.ダｰトマスはノバスコシアの

州都ノ'リファックスの港の対岸.ちなみにノ･リファ

ックスと太平洋岸のバンクｰバｰとは約6,000km(北海

道カ)ら九州までの3倍強)隔たり4時間の時差がある.

1962年に設立されたこの研究所はカナダ東部の代表

的な国立海洋科学研究センタｰで人員は約700名調

査船4隻をもつ.北緯45｡という環境からカナダ東

部および北東部の海域をカバｰするほか大西洋を舞台

とする多くの国際共同調査研究に参加している.

組織図に示すように政府の2つの省の4部門によっ

て構成されている複合的な機構である.す放わち海

洋学および海洋生態学の研究部門と支援施設部門が漁

業･環境省に属し海洋地質部門はエネルギｰ･鉱物資

源省に属する.全体運営はこれら各部門の長と漁業･

壕境省大西洋区水界科学部長とをメンバｰとする委員会

によって行われ委員長は3研究部門の長の輪番制であ

る.

各部門の機能は次のように要約できる.

1)大西洋区海洋研究部(AOL)

海洋物理および海洋化学の調査研究のほかカナダ水路
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製図写真技術の専門機能によって研究者の活動を支援

している.図書室はカナダの海洋科学文献センタｰに

発展する予定である.

調査船は前頁の4隻を保有し不足分はチャｰタｰ船

で補っている.訪間当目も岸壁には水産調査用にトロ

ｰル船が見うけられた.

調査研究の成果は研究所のCont工ibutionとTechnica1

RepOrt漁業･環境省のTechnica-RepOrtカナダ地質

調査所Paper漁業環境省とエネノレギｰ･鉱物資源省共

同のMarineSciencePaperなどいろんな発表ルｰト

をとりほかに図幅と隔年報がある.

産業界が若く未だ強力な大企業の少ないカナダでは

工業技術の研究開発と成果普及に官民協力の工夫がこら

されている.海洋計測機器の分野でも実用に適した

機器を開発するためメｰカｰの技術者チｰムがこの研究

所に常駐し所員と共同研究を行っている.商品化の

例として大水深曳航方式の音波探査システム曳航式

海洋計測システム沈置式コアサンフラｰなどがある.

とくに曳航式海洋計測システムはBat丘shという商品

名で知られ第5回国際海洋開発会議(別項参照)にも

出展されていた.清水市で建造中の中国向け海洋調査

船に装備するとのことであった.わが国には無い.

海洋開発技術会議と海洋鉱物資源開発の技術情報

海洋開発は最先端技術と産業活動とカミ縞びついた巨大

狂プロジェクトである.新鮮な情報の交換される国際

的な技術会議で海洋鉱物資源の情報を探ってみた.

““･ll｣1111111榊･llllll1111榊･l111111111}l111111111'㈹･1111出1111}l1111111111榊･lll1111111㈹1111111

9月25目から29目まで東京･大手町の経団連会館で

第5回の国際海洋開発会議が開催されあわせて26目か

ら30日まで晴海の東京国際貿易センタｰ(見本市会場)

で企業93社のほか政府および関連団体による屋内展示

と海洋調査船の船内公開が行われた.この会議は1970

年に始まり727576と回を重ねたもので日本能率

協会と海洋開発関連団体との共催である.

会議には海外7か国からの講演者を含めて約1,500名

が参加し海洋汚染対策鉱物資源海洋エネルギｰ

水産資源材料構造物沿岸海洋開発調査システム

の各分野について66編の発表カミ行われた.そのうち沿

岸開発の分野が18編と最も多く海洋開発の具体的な場

であり同時に利用競合の問題の多い沿岸を重視されたこ

とがうかがわれる.展示会には企業93社と政府関連団

体が出展し牟.

海洋開発についてのこのような技術会議は世界各地で

開催される.

米国では毎年2つの会議が開かれ,ヨｰロッパでは英

国西ドイツおよびフランスのいずれかで年王回開催さ

晴海の国際海津開発会議展示会場

合揚スナップ�
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れている.今年は英国昨年はフランスで慣例によ

れば来年は酉ドイツのはずである.米国の2つと英国

は後述するとしてフランスではOceanexp0と呼ばれ

ボノレドｰで開催される.西ドイツの会議名はInter･

0Ceanで開催地はシュッセノレトノレフである.

これらの集会は1960年代の後半からブ0年代初期海洋

開発に対する世界的な関心の高揚期に次々と組織された

最大の規模をもつ後述のOTCが生まれた1969年の年頭

には米国の海洋開発計画のマスタｰプランとして有名

なレポｰト“OurNationandtheSea''カミ発表されその

多くの勧告は海洋開発体制や施策に大き柱影響を与えた

ものである.

短期間の催しで資料カミ書店の流通ノレｰト外にあって

参加者以外は入手に手間どるため情報源として一般にた

じみの薄かった技術会議も主要なものは定期化し企

業の情報収集展示会参加が盛んになるにつれて知られ

るようにたってきた.海の地質調査や鉱物資源開発の

ための機器やシステムについての発表は多くはないがさ

まざまな底質水深環境条件を対象とした調査開発に

は最新の技術を知り使いこなす必要がある.

海洋開発会議では学術論文的な内容から新製品ニュｰ

スまで多様な成果が公表され情報交換のお祭りとも言

える.今年の会議で海洋鉱物資源の開発ではどんな

表題の発表があったのか手もとの資料で紹介する.東

京以外では3か所で開催された.

第5回国際海洋開発会議(目)における

海洋鉱物資源開発の論文

(i)Ocea皿｡1ogyI皿ter皿批io皿包1(OI)

1969年以来ロンドン南方の港町ブライトンで2年お

きに開催されている.1972年および!975年の会議を経

て今年は3月6目～10目に13学協会の協力で開かれた.

従来は主要各国カミそれぞれの海洋開発動向を報告する

･北極圏の沿岸の探鉱掘削

･氷島を利用した拓油探鉱プロジェクト

･マンガン･ノジュｰルの資源評価

◎日本におけるマンガン･ノジュｰル研究の状況

◎大陸棚における海洋鉱物資源調査の数例

◎海底試錐機の開発と海中実験

(◎は地質調査所海洋地質部提出)

セッションが設けられていたが今年は技術の10分科会

と海洋法分科会における計95編の発表のみで各国政府の

報告は見あたらない.予稿集の体裁も分科会ごとの分

冊を大型のバインダｰにまとめる新方式に変っている.

北海の石油開発は構造物生産機器潜水作業船作

業潜水校との角度から扱われ資源論や地質には触れて

いたい.反面海底鉱物資源の開発については別掲の

ように砂錫や海底骨材を扱った発表が行われこれらの

分野における英国の事情がうかがわれる.展示会には

223社が出展した.

(2)O血shoreTechno1ogyConfere皿｡e(OTC)

海洋開発関係の技術者の間では“OTC"で通ずるこの

会議は海洋開発に関する国際的な技術会議･展示会と

して最大の規模をもち1969年以来4月末ないし5月早

会場スナップ

会場スナップ�
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O㏄anologyI皿tema舖｡n3ガ78(英)における海底鉱物資源開発の論文
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々の3,4日間に米国のヒュｰストンで開催されている･

ヒュｰストンは宇宙開発と海洋石油開発にかかわる米

国の巨大な産業を背景に急成長した町である.

OTCの会場はアストロホｰノレアストロドｰム(世

界一の野内競技場)アストロアリｰナおよび野外展示場を

使用し総面積は東京晴海の国際貿易センタｰ(見本市

施設)の10倍である.1969年の発足時にはAIMEなど

9団体の協力によったものが年々発展し今年は石油地質

学会金属学会土木学会機械学会など12団体の共催

である.会議には23か国から278件の論文が発表され

予稿集は各約3cm厚の4分冊となった.展示会は約

4,000のブｰスに16か国1,2!7社が出展して約70,000名

の入場者を迎えた.わが国もジェトロの組織の下に

21社が出展し参加者は300名を超えたと推定されてい

る.

石油の町で海洋石油開発を論ずるのカミOTCの基調で

あるカミ海洋石油･天然ガスの探査開発には多種多様

なハｰドとソフトの技術が組み込まれている.作業環

境の情報として海洋観測が必要であり海水に強い材料

で構造物を作って大水深の沖合に安全に設置し泣くては

ならない.海中作業は潜水潜水船あるいはリモコン

の無人作業機器によって行われる.作業や汚染が環境

および海洋生物に与えるインパクトの問題も重要であ

る.このように海洋石油開発の技術は海洋開発の技

術目録に相当する.しかも参加学協会の海洋部会の役

割が加わって幅カミ抜がる傾向もあってOTCではその

名称のとおり海洋開発における最先端技術が論じられ各

社の最新製品が紹介される.それらを目指して100か

国から人が集まる最大のお祭りでもある.1969年と今

年との規模を比べてみると参加者は17倍論文数は

2.5倍展示ブｰスは10倍参加企業は8倍という成長

ぶりで1985年まで毎年の開催期目を予定しているとこ

ろにもその安定性がうかがわれる.

今年の会議の発表論文のうち資源地質探査および

海底土質ならびに海底鉱業に関するものは70件全論文

の約25%にあたる.他の会議に比して多数にのぼる

ので紙面の都合上表題リストは省略しご照会に応ず

ることとした.

Ocea皿s,78

米国海洋工学会(MarineTechno1ogySociety略称

MTS)と米国電気電子技術協会(I耐ituteofElectrica1

andE1ectrOnicsEnginee工s略称互EEE)海洋技術部会が

共催する年次大会である.前述のOTCカミ海洋石油開

発を主軸とする産業技術的網羅性を特徴とするのに対し

MTSは海洋工学技術のほか海洋開発に関する米国政府

の施策をも考察の対象として1965年に第1回の年次大

会を開催しこの種の国際技術会議に先鞭をつけた.

一方IEEEの海洋技術部会は海洋エレクトロニクスの

総合的な会合として計測関係者の関心を集めていた.

この両者が1975年以来それぞれの年次大会を共催方式と

しIEEEのOceansという会議名を継承して現在に至

っている.首都ワシントンと地方都市とで交互に開催�
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06ean8'78(米)1二おける海底鉱物資源開発の論文'
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され今年は9月6目～8目にワシントンで開かれた.

来年の開催予定地はニュｰオｰリンズである.

海洋開発を総合的にとり上げるMTSの慣例として

プログラム冒頭の総会で政府高官が海洋開発政策を述べ

一般の論文発表にも経済法制体制だと技術以外のも

のが含まれることがこの会議の特徴で今年も24部門

145編の発表のうち5部門28編をしめる.

開催地かワシントンであったためか今年は海洋開発

の重要事項についてパネノレ･ディスカッションも行われ

たようでプログラムによればテｰマは大陸棚外縁域の

石油･天然ガス開発管理沿岸地帯開発管理マンガン

団塊開発水産業振興および海洋科学技術強化計画であ

った.

この会議では通常の論文発表とは別に図表や写真を

展示して発表者と来会者との討論の便を図ったポスタ

ｰ･セッションがあり今年のプログラムにはマンガ

ン団塊の海中変質実験や海底地震計などを含膏14件があ

げられている.

展示会には政府や大学を含む123機関が出展した.

=新刊紹介1

C1aysa皿dC1ayMi11era1sofJapa11

第4章:アロフェンとイモゴライト(和田光史)

第5章:カオリン鉱物(長沢敬之助)

第6章:スメクタイト(武司秀夫)

第7章:緑泥石(白水晴雄)

第8章:混合層鉱物(下田右)

須藤俊男･下問右編(講談杜サイユンティフィク

十E1seYier,326p.\7,000)

講談杜サイユンティフィクが日本の粘土および粘土鉱

物学の現状を外国に紹介するためにオランダの

E1sevier杜と提携して同社のDeYe1opmentsinSedime阯

tO10gyのシリｰズの26として標題の本が出版された

(日本での販売は講談杜サイユンティフィクが行ってい

る).本の構成および執筆者を列記すれば次の通りであ

る.

第1章1日本の粘土および粘土鉱物の概要(須藤俊男)

第2章:火山灰および火山砕屑物の風化(長沢敬之助)

第3章:黒鉱鉱床の母岩変質(白水晴雄)

日本の粘土鉱物学はその産状と種類の豊當さなど地質

学的条件にも恵まれてこれまでに著しい発展をしてき

ておりある意味では世界の粘土鉱物学界をリｰドして

きたといっても過言ではない.しかし外国に対するそ

の成果の系統的な紹介という点では必ずしも十分であ

ったとはいい難い状況にある.今回各執筆者がその専

門を十分に活かしかつ最新の研究デｰタを駆使して日

本の粘土および粘土鉱物学の現状を紹介した英文の本が

出版されたことは単に外国に対する日本の現状の紹介

にとどまらず日本の粘土とかかわりあいを持つ多くの

研究者にとって{)これからの研究を進めて行く上で必

読の書となるものであろう.�


